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説明書 

１ 当該招請の主旨 

本業務については、県が管理する道路が常時良好な状態に保たれるよう道路及び道路の利用状況

を把握し、道路の異常等に対して適切な措置を講ずるとともに、道路管理上に必要な情報及び資料

を収集する必要があることから、下記の応募要件を満たし、本業務の実施を希望する者の有無を確

認する目的で、参加意思確認書の提出を公募するものである。 

応募の結果、５の応募要件を満たすと認められる者（以下「応募要件満足者」という。）がいな

い場合にあっては、特定公益法人等との随意契約手続に移行する。 

応募要件満足者が２者以上である場合にあっては、当該応募要件満足者を指名の上競争入札に移

行する。 

応募要件満足者が１者の場合にあっては、当該応募要件満足者との随意契約手続きに移行する。 

 

２ 業務概要 

 (1)  業務名  一般国道107号ほか大船渡地区ほか道路パトロール業務委託 

 (2)  業務内容 パトロール日数 241日 

 (3)  履行期間 令和８年４月１日から令和９年３月31日まで 

 

３ 業務目的 

本業務は、沿岸広域振興局土木部大船渡土木センター管内の県が管理する道路が常時良好な状態

に保たれるよう道路及び道路の利用状況を把握し、道路の異常等に対して適切な措置を講ずるとと

もに、道路管理上に必要な情報及び資料を収集することを目的とする。 

 

４ 業務の詳細な説明 

  別添特記仕様書のとおり。 

 

５ 応募要件 

 (1)  基本的要件 

ア 次に掲げる３業種のいずれかについて、令和６・７年度建設関連業務競争入札参加資格者名

簿に登録されていること。 

     (ｱ) 測量 

   (ｲ) 土木関係建設コンサルタント 

     (ｳ) 地質調査 

    イ 地方自治法施行令第 167 条の４第１項に該当しない者であること。 

  ウ 岩手県から建設関連業務に係る指名停止等措置基準（平成 18 年６月６日付け建技第 141 号）

に基づく指名停止を受けていないこと。 

  エ 提出された書類の記載事項に虚偽がないこと。 

オ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は

民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でない

こと。 
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カ 事業者の代表者、役員（執行役員を含む。）又は支店若しくは営業所を代表する者等、その経

営に関与する者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）

第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団（同条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

若しくは暴力団員と密接な関係を有している者でないこと。 

 (2)  中立性・公平性に関する要件 

   業務対象道路区域内の占用者と資本・人事面において関係がないこと。 

 （注）占用者とは、道路法（昭和27年法律第180号）第36条の水道、電気、ガス事業等のための道路

の占用の特例を受けている企業及び個人をいう。 

 (3)  業務執行体制に関する要件 

ア 配置予定技術者等に関する要件 

管理技術者、道路パトロール員及び道路パトロール運転員の資格要件等は、岩手県道路パト

ロール業務委託実施要領に記載のとおりとする。 

  イ 地域要件 

    沿岸広域振興局土木部大船渡土木センター管内に営業拠点（令和６・７年度建設関連業務競

争入札参加資格者名簿に登録されている本店（社）、支店（社）又は営業所等をいう。）を有

する者でなければならない。 

 

６ 説明書に対する質問受付期間、質問受付担当、質問方法及びその回答方法 

 (1)  説明書に対する質問受付期間 

   説明書の交付を開始した日の翌日から５日間（岩手県の休日に関する条例（平成元年条例第１

号）第１条に規定する県の休日（以下「岩手県の休日」という。）を除く。） 

 (2)  質問受付担当 

   ９に同じ。 

 (3)  質問方法 

   書面にて質問受付担当に提出すること。 

 (4)  回答方法 

   書面による回答を、ホームページに掲載する。 

 

７ 参加意思確認書について 

 (1)  作成様式 

   別添様式１による。 

 (2)  記載上の留意事項 

  ア 令和６・７年度建設関連業務競争入札参加資格者名簿の登録状況 

     (ｱ) 登録業種は、測量、土木、地質のいずれかを記入すること。複数登録している場合は当該

登録業種を全て記入すること。 

     (ｲ) 本社又は支社等の所在地については、沿岸広域振興局土木部大船渡土木センター管内にあ

る営業拠点の所在地を記入すること。 

イ 当該業務の実施体制 

配置予定管理技術者、配置予定道路パトロール員、配置予定道路パトロール運転員は重複し

ないこと。 
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  ウ 配置予定者の資格等 

 (ｱ) 配置予定管理技術者及び配置予定道路パトロール員の保有資格について、資格が複数ある

場合は、当該資格を全て記入すること。なお、当該資格に係る資格証明書等を添付すること。 

 (ｲ) 配置予定管理技術者及び配置予定道路パトロール員の道路監理員等の経験については、特

記仕様書等に規定する要件を満たしていることが確認できるよう、土木行政関係の勤務公所

（係・チーム名まで記入）、当該勤務公所の勤務時期及び期間、担当業務名を記入すること

（複数ある場合は複数記入のこと）。なお、当該勤務公所の勤務を確認できる資料等を添付

すること。 

 (ｳ) 配置予定管理技術者が、沿岸広域振興局土木部大船渡土木センター管内の営業拠点に配置

されていることを確認できるよう、岩手県へ提出した建設関連業務競争入札参加資格審査申

請書又は申請以降に岩手県へ提出した最新の「技術者状況届」の写しを添付すること。 

 (ｴ) 配置予定道路パトロール員の業務経験については、特記仕様書等に規定する要件を満たし

ていることが確認できるよう、当該業務の契約書の写し及び当該業務に当該配置予定道路パ

トロール員が携わったことを証明する資料等を添付すること（複数ある場合は複数記入して

差し支えない）。 

 (ｵ) 配置予定道路パトロール運転員については、運転免許証の写し及び過去５年間無事故・無

違反であることを証明する書類（自動車安全運転センター発行）を添付すること。 

エ 中立性・公平性に関する要件 

    業務対象道路区域内の占用者と資本・人事面において関係がない旨誓約すること。 

 (3)  留意事項 

  ア 参加意思確認書が提出期限までに到達しなかった場合は、参加意思確認書を無効とすること。 

  イ 参加意思確認書の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担となること。 

  ウ 提出された参加意思確認書は返却しないこと。 

  エ 提出された参加意思確認書は、参加意思確認書の審査以外に提出者に無断で使用しないこと。 

  オ 提出期限以前における参加意思確認書の差替え及び再提出は認めるが、提出期限以後におけ

る参加意思確認書の差替え及び再提出は認めないこと。 

  カ 参加意思確認書に記載した配置予定技術者等は、病休、死亡、退職等の極めて特別な場合を

除き、変更することはできないこと。 

    技術提案書が特定された旨の通知を受けた後に配置予定の技術者を変更しようとする場合に

は、発注者と協議の上、技術者を決定するものであること。 

  キ 参加意思確認書に虚偽の記載をした場合は、当該参加意思確認書を無効とするとともに、虚

偽の記載をした者に対して指名停止を行うことがあること。 

  ク 応募要件を満たさない旨の審査結果通知書を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して

７日（岩手県の休日を除く。）以内に、書面により、沿岸広域振興局土木部大船渡土木センタ

ー所長に対して応募要件を満たさないとされた理由についての説明を求めることができるこ

と。 

  ケ 沿岸広域振興局土木部大船渡土木センター所長は、応募要件を満たさないとされた理由につ

いての説明を求められたときは、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して10日以

内（岩手県の休日を除く。）に、書面により回答するものであること。 
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８ 手続等 

参加意思確認書の提出期限、場所及び方法 

   令和８年１月28日17時00分 担当あて持参、もしくは郵送（書留郵便に限る。当日消印有効。）

すること。 

９ 問い合わせ先（担当） 

 〒022-8502 岩手県大船渡市猪川町字前田６－１ 

沿岸広域振興局土木部大船渡土木センター道路整備課道路環境チーム 

  電 話 0192-27-9932 

  ＦＡＸ 0192-27-3225 

 

 


